
2021年4月1日

伊勢労働基準監督署

安全衛生課長 中島 賢

社会福祉施設の労働災害の安全衛生対策について

「死亡災害ゼロ・アンダー１９０伊勢」の実現を！！


はじめに
今回の集団指導につきましてはオンラインでの資料配布となったため、リーフレットを配布させていただき、この資料で簡単に説明させていただきます。

　労働基準監督署からは、職場の安全衛生について、法改正中心にご説明させていただきます。

　介護業種に関し、安全衛生に関しての大きな法改正をあげると、新たな熱中症対策が始まっています。その他、個人事業者等の規制、電子申請、化学物質規制が始まっており、これらの改正への対応が必要となっています。また、今後、高年齢者の対策、メンタルヘルス対策等、労働安全衛生法の改正が多数予定されています。



• 労働災害発生状況

• 転倒災害防止

• 全国安全週間、墜落防止強調月間

• 法改正

• 各種助成金


本日の説明内容になります
労働災害の発生状況

全国安全週間

墜落防止強調月間

労働安全衛生法改正

各種助成金

の順に説明していきます。
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全国の労働災害発生状況の推移

【資料出所】労働者死傷病報告。新型コロナウイルス感染症のり患によるものを除く。


３　全国の労働災害の発生状況は、
死傷者数で令和６年は135,718人、死亡者数で、746人となっています。

⚫ 死亡者数は、長期的に減少傾向にあり、過去最少となりました。

⚫ 休業４日以上の死傷者数は、近年、増加傾向にあり、４年連続で増加しました。
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全国の業種別労働災害発生状況


４　業種別の発生状況は、
⚫業種別の死亡者数は、製造業、建設業、林業で増加し、陸上貨物運送事業、第三次産業、その他で減少しました。

⚫業種別の休業４日以上の死傷者数は、陸上貨物運送事業、第三次産業、その他（林業等）で増加し、製造業、建設業で減少しました。

⚫社会福祉施設では、0.5％減少しました。



労働災害発生状況

5

全国の事故の型別労働災害発生状況


５　事故の型別の労働災害の発生状況は、
⚫ 死亡者数では、激突され、崩壊・倒壊等で増加し、墜落・転落、交通事故（道路）で減少しました。

⚫ 死傷者数は、転倒、動作の反動・無理な動作等で増加し、はさまれ・巻き込まれ、切れ・こすれ等で減少しました。
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全国の死亡災害発生状況の推移


６　男女別の死亡災害発生状況は、
〇死亡災害については、男性の占める割合が全体の９割超でとなっています。

⚫ 千人率、度数率ともに減少傾向ですが、度数率は減少率が小さくなっています。
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全国の死傷災害発生状況の推移


男女別の死傷災害の発生状況は、
⚫ 死傷災害については、男性の占める割合は全体の６割程度です。女性の死傷者数の増加が、全体の労働災害の増加につながっています。

⚫ 男性は、千人率は横ばいで度数率は上昇傾向となっています。女性は、千人率、度数率ともに上昇傾向となっています。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況の推移
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８　伊勢労働基準監督署の労働災害の発生状況は、
死傷者数２６７人で３年連続で増加しています。平成２７年を最小とし、増加に転じています。

令和６年は、平成２７年の1.36倍となっています。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況の推移
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主要業種別発生状況

製造業 建設業 道路貨物運送業 第３次産業


業種別労働災害発生状況
伊勢労働基準監督署管内では、第３次産業の占める割合がとても多く、ここ１０年で右肩上がり増加しています。

この影響で、近年労働災害の増加に歯止めがかからない状況です。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況
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社会福祉施設の労働災害
令和６年は、大きく増加しました。４．６ポイントアップとなっています。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況
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業種別事故の型別労働災害発生状況
転倒災害が多く発生しています。次いで、墜落・転落災害、動作の反動・無理な動作、挟まれ巻き込まれの順となっています。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況
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社会福祉施設の労働災害発生状況
動作の反動・無理な動作によるものが、多くを占めています。次いで転倒、墜落・転落災害となっています。このため、こういった災害での対策が重点となっています。
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況（令和7年）

対前年比

15.4％増

半数近くが
つまずき

約３割が
滑り
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伊勢労働基準監督署管内の労働災害発生状況（令和7年）

事業の種類 休業見
込期間

性
別

経験期
間

職種 事故の型 傷病性質 傷病部
位

災害発生状況 原因

有料老人
ホーム

3ヶ月女
性

12年その他の社会福
祉専門職業従事
者

転倒（つまず
き）

骨折 手首 被災者は、入居者の起床介助のため居室内に入る際、
入居者の足がベッドからずり落ちており、慌ててし
まったため、敷いてあった転倒防止用マットにつまづ
き、前方へ倒れ、右手を床で強打した。

施設のルールでは起床介助のめに
居室に訪室したら、まずマットを
三つ折りでたたむこととしていた
が、入居者の安全をと本人が慌て
てしまった

有料老人
ホーム

1ヶ月女
性

15年介護職員（医
療・福祉施設
等）

転倒（滑り） 骨折 背部 被災者は、施設内の入浴場にて利用者の入浴介助中、
足を滑らせ転倒し、腰を打撲した。

適切な靴を使用していなかったた
め

特別養護老
人ホーム

6日女
性

4年介護職員（医
療・福祉施設
等）

動作の反動、
無理な動作
（腰痛）

業務上の負傷
に起因する疾
病

骨盤部 被災者は、ベッドから入居者を車椅子に移乗介助中、
ベッドに座っている入居者を立たせようと引き上げた
ところ、腰痛を発症した。

不適切な介助方法であったこと。

通所・短期
入所介護事
業

7日女
性

3年介護職員（医
療・福祉施設
等）

その他の動作
の反動、無理
な動作

関節の障害 指 被災者は、リハビリテーションフロアにて機械のセッ
ティング後、後ろから利用者に指を握られて捻挫した。

その他の障
害者福祉事
業

1ヶ月男
性

6ヶ月福祉施設指導専
門員

その他の動作
の反動、無理
な動作

関節の障害 ひざ 被災者は、施設廊下で、不穏状態の利用者に拳で顔を
殴られ右腕を噛まれた。その後利用者が暴れたため、
制止しようとしたところ右ひざを痛めた。

有料老人
ホーム

1ヶ月女
性

4年介護職員（医
療・福祉施設
等）

動作の反動、
無理な動作
（腰痛）

骨折 骨盤部 被災者は、機械浴場で、入居者をストレッチャーに移
乗させようとしていて、ストレッチャーのキャスター
部分のロックが緩んでいたため動いてしまい、体勢が
崩れたまま、再度力を入れて移乗させようと腰を痛め
てしまった。

ストレッチャーのキャスターの固
定の確認不足

特別養護老
人ホーム

5日男
性

20年介護職員（医
療・福祉施設
等）

その他の動作
の反動、無理
な動作

関節の障害 ひざ 利用者のパット交換をしているとき、ナースコールが
鳴り、急いで対応するため急に走り出したところ、右
膝に負荷がかかり負傷した。

急に走りだしたこと。

訪問介護事
業

1ヶ月女
性

16年訪問介護従事者 動作の反動、
無理な動作
（腰痛）

骨折 背部 入居者の居室内で、床にずり落ちしゃがみ込んでいる
入居者を、ベッドに戻そうと背中から持ち上げようと
したところ、腰部に強い痛みが走り負傷した。

一人で床から持ち上げたため
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「つまずき」等による転倒災害の原因と対策

「滑り」による転倒災害の原因と対策

凍結した通路等で滑って転倒（25％）

➢従業員用通路の除雪・融雪。凍結しやすい箇所には融雪マット等を設置する（★）

作業場や通路にこぼれていた水、洗剤、油等により滑って転倒（19％）

➢水、洗剤、油等がこぼれていることのない状態を維持する。
（清掃中エリアの立入禁止、清掃後乾いた状態を確認してからの開放の徹底）

水場（食品加工場等）で滑って転倒（16％）

➢滑りにくい履き物の使用（労働安全衛生規則第558条）

➢防滑床材・防滑グレーチング等の導入、摩耗している場合は再施工（★）

➢隣接エリアまで濡れないよう処置

雨で濡れた通路等で滑って転倒（15％）

➢雨天時に滑りやすい敷地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

作業場・通路に放置された物につまずいて転倒（16％）

➢バックヤード等も含めた整理、整頓（物を置く場所の指定）の徹底

通路等の凹凸につまずいて転倒（10％）

➢敷地内（特に従業員用通路）の凹凸、陥没穴等（ごくわずかなものでも

危険）を確認し、解消

作業場や通路以外の障害物（車止め等）につまずいて転倒（８％）

➢適切な通路の設定

➢敷地内駐車場の車止めの「見える化」

作業場や通路の設備、什器、家具に足を引っかけて転倒（８％）

➢設備、什器等の角の「見える化」

転倒災害の発生状況（休業４日以上、令和３年）

転倒時の類型

主な原因と対策

＜その他の転び方＞
• 他人とぶつかった・ぶつかられた
• 台車の操作を失敗した
• 他人、動物等を避けようとしてバラ
ンスを崩した

• 服が引っかかった
• 坂道等でバランスを崩した
• 立ち上がったときにバランスを崩し
た

• 靴紐を踏んだ
• 風でバランスを崩した

移動中
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性別・年齢別内訳

転倒災害発生件数の推移

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

(なし)

作業場や通路のコードなどにつまずいて転倒（7％）

※引き回した労働者が自らつまずくケースも多い

➢転倒原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルールを設定し、

労働者に遵守を徹底させる

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を

防止しましょう

50歳以上を中心に、転倒による骨折等の労働災害が増加し続けています

事業者は労働者の転倒災害防止のための措置を講じなければなりません

転倒リスク・骨折リスク

中央労働災害
防止協会

転倒予防セミ
ナー

職場３分
エクササイズ

何もないところでつまずいて転倒、足がもつれて転倒（27％）

➢転倒や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入（★）

転倒災害による平均休業日数（※労働者死傷

病報告による休業見込日数）

47日

転倒による怪我の態様

• 骨折（約70％）
• 打撲

• 眼球破裂

• 外傷性気胸 など

転倒したのは･･･

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

転びの予防

体力チェック
ロコチェック

内閣府ウェブサイト

◼ 一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒しやすくなります

→「転びの予防 体力チェック」「ロコチェック」をご覧ください

◼ 特に女性は加齢とともに骨折のリスクも著しく増大します

→対象者に市町村が実施する「骨粗鬆症検診」を受診させましょう

◼ 現役の方でも、たった一度の転倒で寝たきりになることも

→「たった一度の転倒で寝たきりになることも。転倒事故の起こりやすい

箇所は？」（内閣府ウェブサイト）（★）については、高年齢労働者の転倒災害防止のため、中小企業事業者は

「エイジフレンドリー補助金」（補助率１/２、上限100万円）を利用できま

す

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

中小事業者は、無料で安全衛生の専門家のアドバイスが受けられます

中小規模事業場
安全衛生サポート事業

エイジフレンドリー
補助金
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https://safeconsortium.mhlw.go.jp/consortium/
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https://jsite.mhlw.go.jp/mie-roudoukyoku/content/contents/002279227.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001101323.pdf


墜落防止強調月間として、県内一斉に取組みを強化しています。墜落は死亡に直結します。

事業場では、脚立や梯子を利用するケースが多いため、本チェックリストを利用して、安全確保し、作業を行いましょう。
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https://jsite.mhlw.go.jp/mie-roudoukyoku/news_topics/topics/R7_123trial_001.html
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1・2・3トライアルに参加しましょう
漫然と活動していても、停滞してしまうことがあります。

本トライアルに参加して、安全衛生意識の高揚を図りましょう。
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熱中症について

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

464 462 544 1,178 829 959 561 827 1,106 1,195

（ 29 ） （ 12 ） （ 14 ） （ 28 ） （ 25 ） （ 22 ） （ 20 ） （ 30 ） （ 31 ） （ 30 ）

１ 熱中症の発生状況について

令和６年に全国で職場での熱中症に被災した人の数は1,195人であり、過
去10年で最多を記録し、うち30人が死亡しています。

全国の職場における熱中症による死傷者数の推移（2015年～2024年） （人）

令和６年の多業種が製造業 次いで建設業、運送業、
警備業の順
屋内で作業を行う多い業種や寒暖差のある環境におい

ても多数発生

令和６年に全国で発生した30人の死亡災害では、

・発症時・緊急時の措置が不十分 21件

・暑さ指数（WBGT）の把握していない 26件

・熱中症予防教育の実施をしていない 15件

・糖尿病、高血圧症など熱中症の発症に影響を及ぼすお
それのある疾病や所見を有している事が明らかな事例は
18 件

※（ ）内の数値は死亡者数であり、死傷者数の内数である。

７月以降は、同じ気温での搬送者数は、減少

していく傾向（暑熱順化が進んでいく）

23



職場における熱中症予防情報

24
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https://neccyusho.mhlw.go.jp/download/
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https://neccyusho.mhlw.go.jp/study/
https://neccyusho.mhlw.go.jp/study/quiz1/
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安全衛生規則改正等

28

https://neccyusho.mhlw.go.jp/pdf/2025/r7_neccyusho_strengthening_leaflet.pdf

熱中症対策について法令改正がされています。
死亡災害が３年連続で３０人以上となりました。様々な状況での発生ではありますが、発症後に適切な対応をしていれば助けられた命であったと考えられます。そのため、法律改正が行われ、死亡に至らせないための適切な対策の実施をしなければならないこととなりました。

下記の事項を適切に実施して、熱中症による死亡災害を撲滅しましょう。
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社会福祉施設ではあまり関係ないと思いますが、ボイラー等を設置している場合は、関係が出てきますのでよろしくお願いします。

また、火災等の事故発生時に、委託や請負等の関係作業者の保護措置を義務付けしています。



安全衛生規則改正等

30

改正のあらまし

①昇降設備の設置及び保護帽の着用が必
要な貨物自動車の範囲が２ｔ以上に拡大さ
れます。

②テールゲートリフターを使用して荷を
積み卸す作業への特別教育が義務化されま
す。

③運転位置から離れる場合の措置が一部
改正されます。



トラックの改正は、介護施設には関係ないと思われますが、一部、お願い事項として、施設敷地内での荷物を積み下ろしする決まった業者等がありましたら、ヘルメットの着用や、テールゲートリフターを使用する際への資格等周知にご協力をお願いします。

トラック等を使用する場合は、墜落転落防止のためにチェックリストを活用しましょう。



⚫ 労働者に保護具を使用させる義務がある作業場所については、

その場所にいる労働者以外の人に対しても保護具を使用する必要が

ある旨を周知すること

⚫ 労働者を立入禁止や喫煙・飲食禁止にする場所について、

その場所にいる労働者以外の人も立入禁止や喫煙・飲食禁止とする

こと

⚫ 作業に関する事故等が発生し労働者を退避させる必要があるときは、

同じ作業場所にいる労働者以外の人も退避させること

⚫ 化学物質の有害性等を労働者が見やすいように掲示する義務がある

作業場所について、

その場所にいる労働者以外の人も見やすい箇所に掲示すること
31

騒音障害防止のためのガイドラインを改訂しました

ガイドライン改訂の主なポイント

◼ 騒音障害防止対策の管理者の選任を追加
管理者を選任して、組織的にガイドラインに基づく対策を実
施しましょう。

◼ 騒音レベルの新しい測定方法（個人ばく露測定と推計）の追加
◼ 聴覚保護具の選定基準の明示

JIS T8161-1に基づき測定された遮音値を目安とし、必要かつ
十分な遮音値のもの を選定するように追加しました。

◼ 騒音健康診断の検査項目の見直し
定期健康診断（騒音）における4,000ヘルツの聴力検査の音圧を、
40㏈から25㏈及び30㏈に変更しました。
雇入れ時のまたは配置替え時や、定期健康診断（騒音）の二次検査
での聴力検査に、6,000ヘルツの検査を追加しました。

改訂ガイドラインの全文や解説など、

改訂内容に関する資料はこちら

化学物質規制が強化されています

主なポイント
⚫ ラベル・SDSの伝達やリスクアセスメント実施義務対象物質が大

幅に増加します。
⚫ リスクアセスメントを実施し、労働者がリスクアセスメント対象

物質に暴露する量を最小限度に抑えること。
⚫ 濃度基準設定物質は濃度基準値以下とすること。
⚫ 暴露防止対策の措置の状況と暴露状況について、記録の作成保存

を行うこと。
⚫ 皮膚に障害を起こす恐れのある物質は、保護具を着用すること。

不明な物質についても、保護具を着用すること
⚫ 化学物質管理者の選任、保護具着用管理者の選任すること。

その他、ホームページを
ご参照ください。

令和5年４月１日から 危険有害な作業を行う事業者は 

以下の１、2に対して一定の保護措置が義務付けられます

１ 作業を請け負わせる一人親方等に対する措置の義務化

作業の一部を請け負わせる場合は、請負人（一人親方、下請業者）に対

しても、以下の措置の実施が義務付けられます。

⚫ 請負人だけが作業を行うときも、事業者が設置した局所排気装置等

の設備を稼働させる

（または請負人に設備の使用を許可する）等の配慮を行うこと

⚫ 特定の作業方法で行うことが義務付けられている作業については、

請負人に対してもその作業方法を周知すること

⚫ 労働者に保護具を使用させる義務がある作業については、

請負人に対しても保護具を使用する必要がある旨を周知すること

２ 同じ作業場所にいる労働者以外の人に対する措置の義務化

同じ作業場所にいる労働者以外の人（一人親方や他社の労働者、資材搬

入業者、警備員など、契約関係は問わない）に対しても、以下の措置の

実施が義務付けられます。

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001083281.pdf
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo88_1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000099121_00005.html


騒音は、植栽の伐採や、草刈等の作業が該当しますので、ご確認ください。

化学物質は、強化されていますので、洗剤やアルコール、次亜塩素酸ナトリウム等が該当します。

ボトルなどの表示を確認し、化学物質のリスクアセスメントを実施してください。まだ、取り組みをしていないところは必ず実施してください



労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律の概要

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場の
メンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、高年齢労働者の労働災害
防止の推進等の措置を講ずる。

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号条
約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】

  ○ ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。
その際、50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保する。

３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法】

① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。
② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保を図る。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】

① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。
② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務を課す。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】

○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表することとする。 等

令和８年４月１日（ただし、１①の一部は公布日、４②は令和８年１月１日、３③は令和８年10月１日、１②の一部は令和９年１月１日、
１①及び②の一部は令和９年４月１日、 ２は公布後３年以内に政令で定める日、 ３①は公布後５年以内に政令で定める日）

改正の趣旨

施行期日

改正の概要

このほか、平成26年改正法において改正を行った労働安全衛生法第53条について、規定の修正を行う。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/an-eihou/index_00001.html


労働安全衛生法が多く改正されました。ただし、施行時期が、下記のとおり順次となっています。

ストレスチェックや、高年齢労働者の労働災害防止等、幅広い事業場に影響があるものとなっています。

順次、伊勢労働基準監督署のホームページ等でも情報を発信していきますので、ご確認をお願いします。



補助金のご案内

33

➢ 新たに中小企業退職金共済制度に加入する等の事業主に対する助成

（中小企業退職金共済制度、建設業退職金共済制度、清酒製造業退職金共済制度、林業退職金共済制度）

➢ 最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業（業務改善助成金）

厚生労働省では、業務改善助成金だけでなく、生産性向上（設備・人への投資等）、正規・非正規の格差是正、より高い処遇への

労働移動等を通じ、労働市場全体の「賃上げ」を支援しております。賃金引上げの検討の際に、ご活用ください。

➢ 受動喫煙防止対策に関する各種支援事業

職場で受動喫煙防止対策を行うにあたって発生する悩みについて、専門家が相談に応じます（希望によって、事業場に訪問して助

言します。）。

また、全国で職場の受動喫煙防止対策に関する説明会を開催します。さらに、企業の研修や団体の会合に専門家を派遣して、出前

講座を行います（内容についてはご希望に応じます）。

➢ 高度安全機械等導入支援補助金

補助対象機械

積載形トラッククレーン、 油圧ショベル、 ホイールローダー、 締固め用機械 

（安全装置のメーカーの希望小売価格の1/2が補助金の対象になります。購入済みの機械に関しては補助対象外。）

➢ 個人ばく露測定定着促進補助金

適切な呼吸用保護具の選定のために実施される「個人ばく露測定」を行う事業者に、費用の一部を支援する「個人ばく露測定定着

促進補助金」が交付されます。

➢ エイジフレンドリー補助金

高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や、専門家による指導を受けるための経費の一部を補助します。

労働条件等関係
助成金のご案内

高度安全機械等
導入支援補助金

個人ばく露測定
定着促進補助金

受動喫煙防止対
策に関する各種
支援事業

エイジフレンド
リー補助金

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000049868.html
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/files/07_requirements_crane.pdf
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/files/07_requirements_excavator.pdf
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/files/07_requirements_wheel_loader.pdf
https://www.kensaibou.or.jp/support/subsidy/files/07_requirements_compaction_machine.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_52247.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09940.html


補助金のご案内です。

特に、社会福祉施設での利用が可能であるものは、エイジフレンドリー補助金になります。

運動指導や、腰痛予防対策など、必要な活動を行うための助成金となっています。是非活用して健康で安全な職場環境づくりを行いましょう。
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